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アウトライン

１．救急業務の現況

２．平成30年度 救急業務のあり方に関する検討会

３．その他

消防庁 救急企画室 救急専門官 小谷 聡司



１．救急業務の現況



○ 救急出動件数は、634万2,147件（前年比13万2,183件増、2.1％増）
搬送人員は、573万6,086件（前年比11万4,868件増、2.0％増）

○ 救急出動件数、搬送人員とも過去最高を記録

救急需要の増大



○救急出動件数の増加と比較して、救急隊数は増加していない

○10年前と比較して病院収容時間・現場到着時間ともに延伸傾向は続いている

救急需要の増大



○ 救急自動車による出動件数及び搬送人員ともに急病・一般負傷は増加し、交通事故は減少傾向

事故種別の救急出動件数の対前年比 事故種別の搬送人員の対前年比

※（件数）急病 2.2％増 一般負傷4.2％増 交通事故1.5％減
※（人員）急病 2.2％増 一般負傷4.2％増 交通事故2.2％減

出動件数 構成比（％） 出動件数 構成比（％） 増減数 増減率（％）
急　病 4,061,989 64.0 3,975,380 64.0 86,609 2.2

交通事故 481,473 7.6 488,861 7.9 ▲ 7,388 ▲ 1.5
一般負傷 965,376 15.2 926,356 14.9 39,020 4.2

加　害 33,754 0.5 35,217 0.6 ▲ 1,463 ▲ 4.2
自損行為 52,347 0.8 54,302 0.9 ▲ 1,955 ▲ 3.6
労働災害 53,579 0.8 52,168 0.8 1,411 2.7
運動競技 42,356 0.7 41,031 0.7 1,325 3.2

火　災 23,169 0.4 22,132 0.4 1,037 4.7
水　難 5,060 0.1 5,184 0.1 ▲ 124 ▲ 2.4

自然災害 755 0.0 827 0.0 ▲ 72 ▲ 8.7
転院搬送 534,072 8.4 521,664 8.4 12,408 2.4

そ の 他

(転院搬送除く) 88,217 1.4 86,842 1.4 1,375 1.6

合　計 6,342,147 100 6,209,964 100 132,183 2.1

事故種別
平成28年中 対前年比平成29年中

搬送人員 構成比（％） 搬送人員 構成比（％） 増減数 増減率（％）
急　病 3,686,438 64.3 3,607,942 64.2 78,496 2.2

交通事故 466,043 8.1 476,689 8.5 ▲ 10,646 ▲ 2.2
一般負傷 883,375 15.4 847,871 15.1 35,504 4.2

加　害 25,957 0.5 27,445 0.5 ▲ 1,488 ▲ 5.4
自損行為 35,377 0.6 37,054 0.7 ▲ 1,677 ▲ 4.5
労働災害 52,189 0.9 50,791 0.9 1,398 2.8
運動競技 41,950 0.7 40,692 0.7 1,258 3.1

火　災 5,331 0.1 5,337 0.1 ▲ 6 ▲ 0.1
水　難 2,327 0.0 2,341 0.0 ▲ 14 ▲ 0.6

自然災害 524 0.0 655 0.0 ▲ 131 ▲ 20.0
そ の 他 536,575 9.4 524,401 9.3 12,174 2.3

合　計 5,736,086 100 5,621,218 100 114,868 2.0

事故種別
平成28年中 対前年比平成29年中



○ 救急自動車による出動件数及び搬送人員ともに急病・一般負傷は増加し、交通事故は減少傾向

事故種別の救急出動件数構成比の５年ごとの推移 事故種別の搬送人員構成比の５年ごとの推移

※（件数）急病 9.3％増 一般負傷3.3％増 交通事故10.5％減
※（人員）急病11.1％増 一般負傷3.7％増 交通事故13.1％減
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※今後も、高齢化の進展等を背景とし需要の増加が見込まれている
（平成30年版消防白書より抜粋）



○ 高齢者の搬送割合が増加

搬送人員 構成比（％） 搬送人員 構成比（％） 増減数 増減率(％）

13,417 0.2 13,239 0.2 178 1.3
265,257 4.6 270,515 4.8 ▲ 5,258 ▲ 1.9
202,386 3.5 202,189 3.6 197 0.1

1,883,865 32.8 1,918,454 34.1 ▲ 34,589 ▲ 1.8
3,371,161 58.8 3,216,821 57.2 154,340 4.8

うち、65歳から74歳 919,559 16.0 914,566 16.3 4,993 0.5
うち、75歳から84歳 1,329,047 23.2 1,270,535 22.6 58,512 4.6
うち、85歳以上 1,122,555 19.6 1,031,720 18.4 90,835 8.8

5,736,086 100 5,621,218 100 114,868 2.0

対前年比

年齢区分

合計

平成28年中平成29年中

高齢者
成人
少年
乳幼児
新生児

年齢別の搬送人員の対前年比



○ 軽症者の割合は20年間ほぼ一定

搬送人員 構成比（％） 搬送人員 構成比（％） 増減数 増減率（％）
死亡 77,684 1.4 75,979 1.4 1,705 2.2

重症（長期入院） 482,685 8.4 470,157 8.4 12,528 2.7
中等症（入院診療） 2,387,407 41.6 2,302,549 41.0 84,858 3.7
軽症（外来診療） 2,785,158 48.6 2,769,201 49.3 15,957 0.6

その他 3,152 0.1 3,332 0.1 ▲180 ▲ 5.4
合計 5,736,086 100 5,621,218 100 114,868 2.0

傷病程度
平成28年中平成29年中 対前年比

傷病程度別の搬送人員の対前年比



２．平成30年度
救急業務のあり方に関する検討会



３. ♯7119(救急安心センター事業)
の充実
♯7119（救急安心センター事

業）について、共通の統計項目を定
め、実施団体の事業効果を測定し、
一層の普及につなげるとともに、事
業の検証及び改善を促し、効率的・
効果的な事業運営を推進する。

４. 緊急度判定の実施（WG設置）
119番通報時・救急現場における

緊 急 度 判 定 の 教 育 体 制 及 び 対 応
マニュアル等の検討を行うとともに、
平成31年度の検証に向けた効果の
測定方法の検討を行う。

高齢化の進展等を背景とする救急需要の増大に対応し救命率を向上させるため、「救急業務の円滑な実施と

質の向上」や「救急車の適正利用の推進」等について検討を行う。

１. 傷病者の意思に沿った救急現場に
おける心肺蘇生の実施

(検討部会設置）
高齢者の救急要請が増加する中、

救急隊が傷病者の家族等から心肺蘇
生の中止を求められる事案が生じて
いることから、消防本部等の取組状
況の実態調査、課題の整理及び検討
を行う。

２. 救急活動時間延伸の要因分析
救急需要の増大を背景として、救急

活動時間が延伸傾向にあり、救命率
への影響が懸念されることから、救
急活動時間延伸の要因分析及び短縮
に向けた検討を行う。

５. 救急隊の感染防止対策
（WG設置）

近年、感染症の国際的な感染拡大
が懸念されていることから、救急隊
の感染対策の強化を図るため、救急
隊の感染対策マニュアルの作成等に
ついて検討を行う。

６. 救急業務に関するフォローアップ
全国の消防本部における救急業務

の取組状況について、都道府県及び
消防本部を個別訪問し、必要な助言
を行い、救急業務の円滑な推進に資
するための支援を行う。

救急業務の円滑な実施と質の向上 救急車の適正利用の推進 その他

平成３０年度 救急業務のあり方に関する検討会



（１）救急現場における心肺蘇生を望まない傷病者への対応の現状

傷病者の家族等から本人の心肺蘇生の中止の意思を示される事案

救急現場において、傷病者の家族等から本人の心肺蘇生の中止の意思を示される事案が生じており、一
刻を争う差し迫った状況の中、救急隊が蘇生処置の中止及び救急搬送の判断に苦慮することが課題と
なっている。

１ 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施

医療機関へ搬送するべきか？応急処置を実施するべきか？

本人は心肺蘇生を
望んでいません。

一刻を争う状況

本人の意思に従うべきか？

家族

救急隊は直
ちに判断す
る必要があ

るが・・

救急現場

○救急隊員の１７％が傷病者本人がリビングウィル等の書面によって心肺蘇生を希望しな
い意思を示した心肺停止事例を経験。（全国の救急隊員295名に対してアンケート調査）
「救急医療体制の推進に関する研究（救急業務における心肺蘇生の開始、中止に関わる現状に関するアンケート調査結果）」
（平成25年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業））

○各消防本部においてＤＮＡＲを表明している傷病者への救急隊の対応が異なっている。
「救急医療体制の推進に関する研究（消防本部における傷病者等が救命処置を希望しない場合の心肺蘇生の実施についての状況調査報告書）」
（平成27年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業））
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(２)心肺蘇生を望まない傷病者への救急隊の対応に関する実態調査

① 心肺蘇生を望まない傷病者への救急隊の対応に関する実態調査結果（速報版）

１ 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施

対応方針を定めていると回答した本部の対応方針の内容に
ついて

45.6

54.4

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

定めている (n=332)

定めていない(n=396)

無回答(n=0)

 
N = 728

30.1

60.5

9.3

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

家族等から 傷病者本人の心肺蘇生を拒否する意思表示が

伝えら れた場合、 医師から の指示など一定の条件の下

に、 心肺蘇生を実施し ない、 又は中断するこ と ができ

る。 (n=100)

家族等から 傷病者本人の心肺蘇生を拒否する意思表示が

伝えら れても 、 心肺蘇生を実施し ながら 医療機関に搬送

する。 (n=201)

その他(n=31)

無回答(n=0)

 
N = 332

心肺機能停止状態である傷病者の家族等から、傷
病者本人が心肺蘇生を拒否する意思表示をしてい
たことを伝えられた場合の対応方針について

目的：救急要請を受け現場に出動した際に、傷病
者は心肺停止状態であるが、傷病者本人が心肺
蘇生行為を拒否する意思表示をしていることを家
族等から示され、心肺蘇生行為や搬送を拒否され
る事案が発生している。

そういった事案経験の有無や実際の救急現場
における対応、メディカルコントロール協議会にお
けるプロトコルへの反映、また、事後検証の有無
について実態調査を行う。
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(２)心肺蘇生を望まない傷病者への救急隊の対応に関する実態調査

② 心肺蘇生を望まない傷病者への救急隊の対応に関する実態調査結果（速報版）

１ 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施

家族等から傷病者本人が心肺蘇生を拒否する意思表示をしていたことを伝えられた事案で、
困ったり、迷ったりしたこと（複数回答）

40.9

44.4

28.8

32.5

50.4

27.8

27.0

20.6

8.9

3.2

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

関係者（ 家族同士や医師と 家族等） の意見の不一致(n=165)

かかり つけの医師に連絡がつかないこ と (n=179)

医師の到着までに時間が掛かるこ と （ 長時間の現場待機）

(n=116)

心肺蘇生を実施し ないで医療機関へ搬送するこ と を医師か

ら 指示さ れた際の対応(n=131)

心肺蘇生を実施し ないで医療機関へ搬送するこ と を家族等

から 申し 入れら れた際の対応(n=203)

家族等から 不搬送を申し 入れら れた際の対応(n=112)

心肺蘇生を実施し ない意思表示を伝えら れた場合の対応方

針を定めていないこ と (n=109)

困っ たり 、 迷っ たり するこ と はなかっ た(n=83)

その他(n=36)

無回答(n=13)

 

N = 403 （※ Ｈ29年中に事案のあった本部が対象）

主な「その他」の具体的な内容

・意思表示の書面がなく、家族等の口頭のみで本
人の意思として判断してよいか。

・家族間のDNARに対する認識不足または認識の相
違により、DNAR意思確認が不明確となること。

・施設で家族と話し合いができていない。
・施設における意思決定者の存在が曖昧。また、

本人の意思決定の時期（タイミング）の問題
（例：数年前の意思決定）。

・車内収容後または病院到着後にDNARオーダーが
あることを伝えられた。

・各関係者への確認による現場滞在時間の延長や
家族等の意思と反する活動について理解への説
明や説得方法に不安がある。

・遠方のかかりつけ病院に搬送することを要望さ
れた。



１ 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施

(３) 今年度の検討

14

検討部会の概要

第３回検討部会（９月５日（水）開催）

〇検討内容

➢ 実態調査結果について
➢ 論点（案）について

第４回検討部会（10月24日（水）開催）

〇検討内容

➢ とりまとめの方向性について
➢ 意見交換

第５回検討部会（12月13日（木）開催）

〇検討内容
➢ 医療政策における在宅医療の位置づけ
➢ とりまとめの方向性（案）
➢ 意見交換

第１回検討部会（５月30日（水）開催）

〇検討内容
➢ 救急現場における現状について
➢ 厚生労働省の人生会議に係る施策
➢ 各消防本部の取組の具体例
➢ 臨床救急医学会の提言について

第２回検討部会（６月28日（木）開催）

➢ 心肺蘇生法におけるフレイル評価の重要性
➢ 在宅医療の看取りについて
➢ 特別養護老人ホームの急変時の対応について
➢ 実態調査について

第６回検討部会（２月14日（木）開催）

〇検討内容
➢ 高齢者施設の実情について
➢ 検討部会報告書（素案）
➢ 意見交換

第７回の検討部会を本年度開催予定。



２ 救急活動時間延伸の要因分析
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（１）背景・目的

H18年比1.9分延伸

H18年比7.3分延伸
H18年比18.5％増

H18年比6.5％増

○ 救急出動件数は、平成17年から一貫して増加を続けており、平成28年中の救急出動件数は約621万件

と過去最多を更新し、10年前に比べ18.5％増加している。一方で、救急隊数は10年前に比べ6.5％の増加

にとどまっている。

○ 救急自動車による現場到着所要時間は、全国平均で8.5分、病院収容所要時間は、全国平均で39.3分

となり、救急出動件数の増加とともに救急活動時間は延伸傾向にある。

○ 高齢化の進展等により、今後も救急需要の増加が予想されることから、救急活動時間の延伸要因につ

いて調査・分析するとともに短縮方策について検討を行う。

病院収容所要時間現場到着所要時間救急隊数救急出動件数



２ 救急活動時間延伸の要因分析
（２）検討項目
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救急現場実態調査から得られた要因の分析

○救急隊の相互乗り合い調査 （H28、H29実施）
➣ 概要

参加消防本部間で相互に職員を派遣し救急車への同乗を行い、

救急活動時間の延伸要因と短縮要因の実態を調査

➣ 調査実施団体

・さいたま市消防局 ・千葉市消防局 ・東京消防庁

・名古屋市消防局 ・京都市消防局 ・福岡市消防局

◯入電～現場到着

・覚知から出動指令まで目標時間を設定（早期出場指令）
・予告指令システム導入
・現場での経路をAVMのみで実施
・現場到着までの間に情報聴取を実施
・傷病者の状態に合わせた携行資器材の選定
・一時的に救急出動件数が増加し救急需要が見込まれる
地域に救急車の配置転換を実施
・通報内容から、緊急度・重症度が高い場合に指令課員に
よる病院選定を実施

◯現場到着～現場出発
・車内収容前の観察はABCのみ確認
・車内収容後に詳細観察を実施
・車内収容前に病院選定、応需確認を実施
・指令課員による病院選定
（緊急度・重症度以外の事案）
・病院受入確認時の伝達基準の遵守

◯現場出発～病院収容
・救急入口に医師、看護師が待機
・病院職員が受付を実施
・病院独自の引継様式がない
・処置、介助等を行うことなく引揚げ
・重症外傷を応需する病院に、バック
ボードなどの予備の資器材を予備の
資器材を配置

活動時間の短縮につながると思われる取組

活動時間が延伸傾向になると思われる要因

◯入電～現場到着

・車庫までの導線が長い（事務所や仮眠室など）
・指令書がある場合、プリントアウトを待つ必要がある
・予告指令システムがない
・現場までの経路を通信室で確認、車載AVM表示なし

◯現場到着～現場出発
・全症例、全ての観察資器材を携行
・全てのバイタル測定や詳細観察を現場で実施
・現場で傷病者や関係者情報を全て聴取
・車内収容後に病院選定、応需確認を実施
・病院受入確認時の伝達基準の非遵守（医療機関側）

◯現場出発～病院収容
・病着後の救急隊員による診療申込み
・病院ごとの引継様式の記入
・医師の診療後の署名
・医師が処置中のため引継に時間を要す
る

➣ 調査項目

救急活動を覚知から病院収容までのフェーズで３つに分け、時間
短縮のための要因を調査するとともに、救急需要に応じた救急車の
柔軟な配置など、時間短縮のための取組を調査
１ 119入電から現場到着
２ 現場到着から現場出発
３ 現場出発から病院収容



３ ♯7119（救急安心センター事業）の充実

（１） 背景
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① 背景

○ 近年、救急出動件数がほぼ一貫して増加し現場到着時間等が延伸している中、限りある搬送資源を緊急性の高い事案

に適切に投入するためには、救急車の適正利用を推進していくことが重要である。

○ 現在、13地域において事業が開始され、日本の総人口の40.6％が利用可能な状況となっている（平成30年10月1日現在） 。

○ 一方で、♯7119実施団体が参加する連絡会において、実施団体間で統計項目が異なっており、実施団体間の事業実施

状況の相対的比較ができないなどの課題が確認された。

♯7119救急安心センター事業普及促進アドバイザー及び事務担当者連絡会において、統計項目の検

討及び整理を行う。（今年度の♯7119担当者及び普及促進アドバイザー連絡会にて意見交換）

➣ 実施団体の基本情報（例：PRペーパーの更新、未実施団体への事業説明等）

➣ 実施団体間の相対的評価を行うための項目（例：他団体との比較による事業評価のため）

➣ 事業効果の定量的な算定を行うための項目（例：これまで示してきた効果を全団体で示すため）

➣ 救急相談後の判定結果の評価を行うための項目（例：電話相談プロトコルの精度向上のため）

➣ 効率的な運用の評価を行うための項目（例：各団体が適切な人員配置等を検討する材料）

① 検討内容（ねらい）

（２） 検討項目（ねらい）
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３ ♯7119（救急安心センター事業）の充実

（３） 今年度の検討状況

① 実施団体の基本情報

事
務
局
提
案
項
目

分類 統計項目

基礎情報 実施主体、開始日時、対象エリア、運営形態、認知度、利用比 等

ハード 相談ブース数、電話回線 等

ソフト 医師（総数・身分・オンコールの状況・助言内容等） 看護師・オペレータ（総数・身分） 配置体制 等

運用 受付方法、医療機関案内方法、相談記録、使用プロトコル・プロトコルの変更点 等

検証・研修 検証体制（主体、実施者、形式）、研修体制（主体、実施者、形式）、会議体 等

事業実施に係る体制（医師・看護師等の確保状況、受付時間、相談件数等）を、相対比較可能な形
で把握できる。

事
務
局
提
案
項
目

① 対応開始日時 ⑥ 対象者（年代・性別） ⑪ 最終判定を受けた対応内容

② 対応時間 ⑦ 病院前救急要請 ⑫ 救急車搬送初診時程度

③ 対応曜日 ⑧ 使用プロトコル ⑬ 医療機関案内科目

④ 分類（救急相談・医療機関案内 等） ⑨ プロトコル判定結果 ⑭ 他機関・他サービス

⑤ 相談者（家族・本人） ⑩ 最終判定 ⑮ 医師への助言要請

② 相談毎統計項目について

相談者の属性（年齢、性別等）と相談日時、相談に用いたプロトコルとその判定結果などを、統一的に
把握できる。

本項目を元に、#7119の基本情報調査を本年度実施予定。
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４ 緊急度判定の実施

（２） 平成30年度の検討事項

平成29年度からの３年間のスケジュール

・ 緊急度判定を行うための教育体制の検討

・ 緊急度判定を運用する上での対応マニュアルの作成

・ 平成31年度の検証に向けた効果の測定方法等の検討

項目 平成29年度 平成30年度 平成31年度

消防本部に対する実態調査

実運用可能な緊急度判定支援ツールの開発

※消防防災科学技術研究にて実施

対応マニュアル
（接遇・説明、不搬送時のアフターケア、記録の残し方等）の策定

消防職員への教育

救急車以外の医療機関への受診手段のあり方

※消防防災科学技術研究にて実施

実態調査

実態調査

緊急度に応じた搬送先選定と
搬送手段のあり方の検討

対応マニュアル策定

教育体制の構築

ガイドライン策定

モデル地域
において

実施・検証

実態調査・課題抽出 課題解決策の検討

（１） 緊急度判定の実施に関する検討の目的

119番通報時・救急現場における
緊急度判定支援ツールの開発及び実施・検証準備

119番通報時と救急現場において緊急度判定を運用することは、緊急性の高い傷病者に対して、地域の消防・救急・医療資

源を適切に活用できるという観点で有用と考えられる。その有用性と運用方法について、平成31年度のモデル地域における

実施・検証の結果を含めて全国の消防本部へ示すことで、導入を促す。



４ 緊急度判定の実施

（３） 導入・運用手引き（案）の作成
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○緊急度判定の導入・運用マニュアル（手引き）（案）

・「119番通報時」と「救急現場」のそれぞれの導入・運用

マニュアル（手引き）（案）を作成

・緊急度判定の意義・定義等について記載

・各消防本部で取り組まれている事例を収集し運用例として掲載

・過去に消防庁で作成した緊急度判定に関する資料を

抜粋し、リファレンスも示した

参照資料

・緊急度判定プロトコルVer.2.0 119番通報時

・緊急度判定プロトコルVer.1.1 救急現場

・通信指令員の救急に係る教育テキスト（追

補版）

・通信指令員の救急に係る教育コンテンツ

・救急隊員用教育動画eカレッジ

・指導救命士の養成に係るテキスト

○構成

第１章 緊急度判定を行う意義

第２章 緊急度に関する定義

第３章 緊急度判定の実施

・通信指令員、救急隊員の活動の基本や運用例

・緊急度判定の実施手順

・記録

・接遇

本年度、浜松市と倉敷市において緊急度判定の実証検証を実施。



５ 救急隊の感染防止対策

(１) 今年度の検討
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○感染防止対策マニュアルのひな形の策定（感染暴露時の対応含む）

○消防機関における感染防止管理体制

今年度の検討事項

(２) 感染防止対策マニュアルのひな形の策定（感染暴露時の対応含む）

○策定の方法
・複数箇所の消防本部の感染防止対策マニュアルの内容を基に、共通する内容や構成を抜粋し、骨子を作成。
・WG構成員との文書会議等を経て、加筆・修正を繰り返し行うとともに、関連する内容について文献的根拠を示す。

救急隊の感染防止対策マニュアル
（Ver1.0)として策定。



５ 救急隊の感染防止対策

(３) 消防機関における感染防止管理体制
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ア 消防本部における総括感染管理者の設置
救急隊員の感染防止管理体制の構築及び質の維持・向上の管理者

イ 消防本部の各署・各分署単位での感染管理者の設置
各署・各分署において、救急隊員の感染防止対策の実施・管理者

ウ 感染防止対策に関する研修の定期的な実施
各本部において、総括感染管理者等が救急隊員に対して、感染防止対策に関する研修を
定期的に実施（最低でも年に１回程度）

感染防止対策については、医学的な質の担保や定期的に最新の知見に基づいたアップデートが
求められるため、医療関係者による協力は重要である。

そのためには、消防機関と平時から連携がとれていることや、全国的な体制整備が行われてい
るという観点から、都道府県、地域メディカルコントロール協議会や、地域の保健所に感染防止に
ついての医学的な質の担保を依頼するということが方法の一つと考えられる。

「救急隊員の感染防止対策の推進について」（平成31年３月28日付通知消防救第49号）を全国の
消防本部へ通知。

１，感染防止対策マニュアルの策定について
２，消防機関における感染防止管理体制の構築など感染防止の取組について
３，救急隊員の血中抗体検査及びワクチン接種の実施について



３．その他



訪日外国人のための救急車利用ガイド

☆７言語対応（英、中国（繁・簡）、韓、仏、伊、タイ)
☆熱中症の対応も記載
☆日本語併記のため、日本人から外国の方への説明も可能

外国人に対する対応

○ 訪日外国人のための救急車利用ガイド（多言語版）の作成



〇多言語音声翻訳アプリを利用することにより、救急現場で救急隊員が外国人傷病者に対して、
円滑なコミュニケーションを図ることが可能となる。

〇消防庁消防研究センターとNICTが救急隊用に開発した多言語音声翻訳アプリ「救急ボイストラ」は、
使用頻度が高い会話内容を「定型文」として登録しており、外国語による音声と画面の文字により
コミュニケーションを行う。

〇救急ボイストラは、全国の消防本部に対して平成29年４月から提供を開始し、
平成30年12月31日現在、728本部中376本部（51.6％）が導入。

※ 平成31年度より、多言語音声翻訳アプリも利用できるタブレット型情報通信端末等の救急自動車への

配備に要する経費を地方交付税措置。

救急ボイストラの特徴 救急ボイストラ導入状況
（平成30年12月31日現在）

 救急隊用４６の定型文の対応言語は15種類※

 聴覚障害者とのコミュニケーションにも活用可能

※ 定型文対応言語

英語、中国語（簡体字）、中国語（繁体字）、韓国語、タイ語、
フランス語、スペイン語、インドネシア語、ベトナム語、ミャンマー語、
ロシア語、マレー語、ドイツ語、ネパール語、ブラジルポルトガル語

救急現場における多言語音声翻訳アプリの利用



熱中症への対応

平成30年 平成29年 平成28年

95,137人 52,984人 50,412人
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英語版

（※５月～9月の調査集計）

○予防啓発取組事例集による先進的な取組みの紹介

○2020年(令和２年）東京オリンピック・パラリンピック競技大
会に向けて 救急車利用ガイドを多言語化
(7言語：英、中国繁体、中国簡体、韓、仏、伊、タイ)

・啓発ビデオ(15秒、５分各バージョーン) ・消防マスコット「消太」を使用したイラスト ・予防広報メッセージ ・ポスター

○予防啓発コンテンツの活用

・熱中症リーフレットを作成・消防庁ツイッターによる情報発信
・週間及び月間で救急搬送状況を公表

○消防庁からの情報発信

消 防 庁 熱 中 症 情 報 ：

https://www.fdma.go.jp/neuter/topics/fieldList9_2.html

○消防庁では、救急搬送者数を把握・公表し予防啓発を行っている。
○平成20年から調査を開始し予防を推進。
○熱中症の搬送人員の累計 95,137人（42,153人増）で過去最多を記録



・開催概要

日時 平成31年１月25日（金） 14時から17時

場所 サンポートホール高松

（全国救急隊員シンポジウム 第１会場）

・参加人数

約850人

・プログラム

第１部 “ベストプラクティス2018”

第２部 講演１ 救急救命処置検討委員会における救急

救命処置の追加、除外等に関する提案

状況

講演２ ILCOR CoSTR 2015後の心肺蘇生に関する

学術的知見について

第３部 情報提供 消防庁からの情報提供

厚生労働省からの情報提供

・“ベストプラクティス2018”
先進的な事例を情報共有することで、ＭＣ体制の充実強化

を図るため“ベストプラクティス2018”開催

・ベストプラクティス賞 ・ベストプレゼン賞

→創意工夫・有効性・実現性 →分かりやすさ・表現力 などから投票

●次年度プログラムについて（案）
2年間の“ベストプラクティス”の経験を踏まえ、全国のメディカルコントロール協議会の取組について情報共
有できるプログラムを実施。詳細については、今後ご連絡させていただきます。

諏訪地域ＭＣ協議会 仙台・黒川地域ＭＣ協議会

○投票数
390件

○投票率
約45.9％

○投票数
374件

○投票率
約44％

平成30年度全国メディカルコントロール協議会連絡会（第２回）報告
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